















































Nature of Subjects Specialized Courses









「教科専門」と「教科教育」("Subject Expert" and "Subject Curriculum")／
























































状では、「 教職専門 」「 教科専門 」「 教科教育 」
という枠組みで存在している。免許法の「 教科 」・
「 教職に関する科目の各教科の指導法 」は、それ
ぞれ「 教科専門 」・「 教科教育 」に相当する。以
下の文章からは、専門分野の枠組みである「 教科
専門 」「 教科教育 」の用語で記述する。












































                                                  
4 「国語科内容学」構成研究Ｐ 
5 国立教育政策研究所初等中等教育研究部プロジェクト研究成果 2014年 
6 東京学芸大学が文科省特別経費で立ち上げた「教員養成教育の評価に関する調査研究（2010年度～2013年度）で
提示された教員養成教育「評価システム」総体の名称 

























 教職課程における取得単位の変遷 （単位）                                     





昭和24年 24 25  49 
昭和29年 16 32  48 
昭和48年 16 32  48 
昭和63年 18 41  59 













                                                  
1  教育職員免許法第５条  
2  1997年７月「 新たな時代に向けた教員養成の改善方策について」 







































のであるべきでない 」、「 初等教育教員の場合 」
でも「 研究者・芸術家になりうるような教育 」で
あるべきある 』が、教科専門の「 アカデミズム論 」
の論拠となっていることからも伺える。
「 教科内容 」については、教育学界で「 教科内










































                                                  


































教育（ Ｅ ）を、　目標（ Ｐ ）を条件として　作用
項（ ａ ）被作用項（ ｂ ）媒体項（ ｃ ）からなる「 関
係 」と捉える。関係functionは数学の用語では関
数である。目標（ Ｐ ）を条件とする：Ｅ＝Ｆ（ ａ，
ｂ，ｃ ）となり、次のように図示できる。（ 図３）
学校教育については、　作用項（ ａ ）は教師　被
作用項（ ｂ ）は生徒　媒体項（ ｃ ）は教材である。








































































育（ Ｅ ）も変わる。（ ｂ ）に6歳から12歳の児童を
代入すれば、教育（ Ｅ ）は初等教育になり、（ ｃ ）





















































































































「 言葉の働き 」の基礎・基本を学び、第２段階「 こ
とばの力 」発達系統について作文（ 書くこと ）を


































は、「 言語活動 」、「 言語行為 」、「 言語作品 」、
「 言語規則 」の４相が現れるという「 ことばの４
相 」は、学習指導要領を学ぶ上の基礎である。学
習指導要領は、「 言語活動 」から構成されており、














































くこと 」の作文指導や「 読むこと 」の教材解釈等
では、教える立場の者としての深い知識が必要と
される。



































学の小学校教員養成課程では「 初等国語 」と「 国
語科教育法 」の開講のみであり、国語科教育の基
組み合わせである。[国語の特質に関する事項]は























「 国語科内容学 」構成案では、子どもの「 こと






























































































































































事業部会　『「 教科内容構成 」指導法ハンドブック 』
第１版　岡山大学大学院教育学研究科/教師教育開発セ
ンター　2012年
